























































を期待する見解一 以下利害調整論とい う もある。たしかに，昨今の経
済社会の進歩，発展にともない，企業をとりまく利害関係者の数は著しく増
























































































































































































































て は 株 主 も し くは 債 権 者 を 措 定 し て ， と くに 株 主 を 中 心 と し て形 成 さ れ て き
19）
た とい え るであろ う。 た とえ ば 中島 教 授 もそ の著作 のな かで引 用 してお られ
20）





















































































































































































タ ーの 「資 金 理 論 」 の 流 れ を くか ソ ー タ ーや ジ ョ ン ソ ン の 事 象 接 近 法 な い し
31）　　　　　　　　　　　　　　　‥　‥　　．．__．　　　． ． ＿　．‥　　 ＿
は事象理論といったものが，この否定論を展開させる方向と考えられる。
1） 会計学の領域を，このような伝統的な区分方式にとらわれずに 全く新しい観点から体系
化しようという試みもある。例えば以下の文献を参照されたい。　Committee to Prepare a statement of Basic Accounting　Theory
，"A Statement of　Basic Accounting Theory," AAA, 1966 
（飯野利夫訳『基礎的会計理論』昭和45年）　　Committee on
Foundations of Accounting Measurements, “Report of the Committee　on Foundations of Accounting
Measurements,"  The　Accounting　Revi 抑, Supplement　to Vol.






















































ある。 会社の経営者は， 株主以外の多くの人々にも責任を負っているのであるか ら，“経営
受託責任の結果”に関する報告書乱 株主だけに対する報告書ではなく， それ以上のもので








の諸点に求められるとしている（Paul Grady, “Inventory of Generally Accepted Acc）unt-　i
昭Principles for Business Enterprises," AICPA Accounting Research Study mo.i,　1965, pp. 47






    SEC の規則および会計に関する意見　5.
実務および研究に従事する公認会計士の確言的意見　6.
    AAA およびAICPA の諸委員会によって公表された意見12
） 中島省吾稿「企業会計原則の進路」『産業経理』19巻1 号
32
13) 津曲直躬稿「会計報告の論理一 制度主義会計学」（中島省吾編『対境関係 と会計』 講座




） 浅羽二郎著『現代会計学の展開』昭和44 年，7 頁16
） 井尻雄二著『会計測定の基礎』昭和43 年，90 ―91頁17)
中島省吾著『新版　 企業会計基準の理論』昭和46 年。212 頁18
）Statement of the Accounting Principles Board　No.  4,   AICPA ，"Basic Concepts and　Accounting Principles Underlying Financial Statements of Business Enterprises,
 "1970,　p.42
（川口順一訳『アメリカ公認会計士協会　企業 会計原則』昭和48 年，53 頁）19
） このような立場とは異なり， 会計原則を諸利害関係者に対して全 く中立的 なもの と し て
形成しようとしたもの に， スプローズ,ムーニツツの会計原則論があ る。彼等 は，会計原則の
性格 についてつぎのように述べている(R. T. Sprouse, M. Moonitz ， “A Tentative Set　of　Broad　Accounting　Principles　for　Business　Enterprises,"
   AI（::pa　Accounting-　Research
 Stndy  N0.3,    1962,   p.55 （佐藤孝一， 新井清光訳 『会計公準と会計原則』 昭和
37年,   179頁）。　　
「総合的会計原則は， たとえ他の領域で確立している政策（例え ば，財務管理や課税あるい





）Committee on Concepts and standards Underlying Corporate Financial Statements,　AAA,
 "Standards of Disclosure for Published Financial Reports,"    Supplementary　Statement
 No. 8 ， 1955 （中島省吾訳『増訂AAA 会計原則』昭和42年.   120頁）22
） 津曲直躬稿，前掲論文23










）Committee to Prepare a Statement of Basic Accounting Theory,  op. cit。（飯野利夫
訳，前掲訳書）28
）Committee on External Reporting,  "An Evaluation of External Reporting Practices,"　A Report　of　the　1966
－68 Committee　on External Reporting. Accounting  Review,　Supplement to Vol.
XL Ⅳ，1969（法政大学会計学研究室訳『基礎的会計理論の展開』昭和48年，
第三部所収）29
）Clark c. Abt,  “Managing the Socially Responsible Corporation, :New Accounting　Tools,"
 1973 （名東孝二監訳『社会監査』昭和48年）30
）W.  J. Vatter, "The Fund Theory of Accounting and Its Implications for Financial　Report,"
    1947（飯岡透，中原章吉訳『ヴァツター資金会計論』昭和46年）31
）G.  H. Soter, "An　Event　Approach　to　Basic　Accounting　Theory,"    Accounting　Review,
 January,  1969　　0.
   Thonson,    "Toward an    'Event'   Theory of　Accounting,"   Accounting  Review,　October,
 1970
